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＜論文の内容の要旨＞ 

本論文は、司法領域と心理学の学際／学融領域である法心理学を対象とした論文である。

本論文では特に、日本の裁判員裁判に対して心理学の可能な貢献とは何かを問い、これま

で本邦で断続的に研究されてきた当該領域に対する問題を一貫した体系のもとに問い直し、

新たなアプローチを試みたものである。 

本論文は４部 10 章から成っている。 

第Ⅰ部は「法心理学領域の再構築と本論文を通底する 2 つの視座」として、まず第１章

で本論文に通底する 2 つの視座「学融としてのモードⅡ知識生産」「情報的正義」につい

て提示されている。モード論とは、学問的活動を基礎と応用の二分法で理解するのではな

く、学範（ディシプリン）関心駆動型のモード１型知識生産と社会問題駆動型のモード２

型知識生産があると措定し、そこに上下関係を設定しないのがモード論の特徴である。第

１章ではまた、第Ⅱ部、第Ⅲ部で展開される実証研究の前提となる裁判員裁判のプロセス

についても丁寧に論述し、ことに心理学との接合可能な裁判プロセスについて指摘してい

る。第Ⅰ部第２章・第３章では、法心理学領域の歴史を検討する。第２章では世界の、第

３章では日本の法心理学史を検討しているが、いずれの場合でも、従来的な学問史の枠組

みではなく、モードⅡ知識生産が重要なパラダイムシフトを起こしてきたという観点から

叙述していく。特に第３章では、これまで殆ど知られていなかった大正期日本の心理学者・

寺田精一の活動の全貌を明らかにしたうえで、彼の活動が当時において優れた学術活動で
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あったことを論証した。 

第Ⅱ部「犯罪の発生から事件捜査における法心理学的問題：情報的正義の実現に向けて」

では、裁判員制度プロセスのうち公判以前の段階で生じている諸問題に焦点をあて、社会

心理学的視点から検討した実証研究を行い、その結果を踏まえて改善のための提案を行っ

ている。第４章では、捜査過程の情報収集としての目撃証言の取り扱いに関する問題を扱

った。『記憶の同調』の問題に関する 2 つの実験を行い、窃盗事件の決定的場面を見たと

確信する者とそうでない者が話し合った場合には、窃盗があったかどうか疑わしいという

結論になるというよりは、前者が後者に影響し、見たと確信する者が増えるということを

明らかにした。第５章では公判以前の事件報道(Pre-trial Publicity: PTP)と規制の問題

を実験化して検討し、「被告人が間接的に自白していた」という内容の PTP(自白 PTP)は、

一度その情報に触れると、裁判官の説示によって解消されることがなく、強力な有罪事実

認定を市民に生じさせる場合があることを示した。第６章では「取調べの可視化」の問題

を扱った。可視化とは、取調べ場面を録画し、後に再生して確認するというプロセスのこ

とである。取調べ映像の提示画面において、（取り調べる側の人間ではなく）被疑者のみに

フォーカスがあたると被疑者の自白の任意性が高く判断されるという錯覚は、カメラ・パ

ースペクティブ効果(Camera Perspective Bias:CPB)として知られている。この現象が現在

の日本で試行されている映像の提示方法(画像を画面左上の4/9と、右下1/9の2つ提示し、

大画面に被疑者を小画面に取調べ場面全体を提示する)でも見られるかどうかを検討する

ために実験を行った結果、海外と同様の錯覚の効果があると確認した。大画面に被疑者が

提示された場合、被疑者に対する判断が不利になることが明らかになった。第Ⅱ部の第４・

５・６章で扱った心理学的バイアス（錯覚）については、これまで日本においてほとんど

検討されておらず、今後の実務の改善のために有効である。 

第Ⅲ部「公判開始から判決までの法心理学的問題：評議の価値」では、裁判員制度プロ

セスのうち、公判開始後の裁判員による評議プロセスについて焦点をあて、分析が行われ

た。第Ⅱ部で行った心理学的な実験では、要因を一つだけ取り出してその効果を比較する

という手法がとられるが、市民参加型司法では、決して一人の裁判員の判断だけによって

当該事件の判決や量刑が決定されるわけではない。（日本の裁判員裁判を含む）実際の裁判

プロセスでは様々な条件が混合しつつも一つの評議が展開していくため、実際の評議プロ

セスにおいて何が生じているのかを検討する必要があるのである。第Ⅲ部では申請者が開

発したテキストデータ分析の方法を用いて模擬裁判のデータを分析することで、評議分析

を行っていく（模擬裁判のデータを使わざるを得ないのは、日本の裁判員裁判は非公開だ

からである）。この手法は評議過程での会話のテキストデータに対し、データ・マイニング

手法に基づく分析であるテキストマイニングを行った上で、そのデータに対し多変量解析

であるコレスポンデンス分析とクラスター分析を行い、会話の発話者と会話の内容の相互

関連を図示できるものである。第 7 章は日本の裁判員裁判の模擬裁判データを用いた。結

果として、法の専門家である裁判官 3 名は一つの群（クラスター）を成し、市民 6 名のう
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ち、裁判官と同種の意見を述べる者、独自の論を展開する者、についてそれぞれその存在

と発話内容の二次元マッピングを行うことができた。第８章は豪州の模擬陪審裁判・評議

の発話構造とその内容の分析を行った（陪審制は、基本的に数名の市民による評議体が議

論し、当該事件の有罪・無罪の判決のみを決定し、有罪の場合は専門裁判官が量刑を決定

する一種の分業制を採る）。ここで議論されたのは白衣効果である。市民が専門家の証言

に接すると専門家から提供されたということだけで鵜呑みにして信じてしまう効果のこと

を白衣効果と呼ぶが、そうした効果が生じるかどうかを評議のプロセスの分析を通して検

討したのである。それぞれ 12 名の成員からなる合計 12 の評議体を分析した結果として、

市民同士の議論の過程において白衣効果は無化されるということを明らかにした。第９章

では、市民と専門家である裁判官の人数比に焦点をあてた分析が行われた。具体的には市

民４名と裁判官3名の評議と市民10名と職業裁判官３名の評議体を用いた模擬裁判の評議

データを第７、８章と同じ手法で分析した。その結果、前者においては総人数が少ないた

めに市民個人の発言の機会は増えるが、議論の材料は多角的にはならず結果として市民の

意見は専門家の議論と同質化してしまい議論のイニシアティブを得られない一方で、参加

者数が増える場合は市民個人の発言機会は減るが、議論の材料が多角的になり結果的に議

論のイニシアティブを市民側が得られるということが明らかになった。 

第Ⅳ部は議論の総括である。第Ⅰ部における理論・歴史的検討、第Ⅱ部における実験研

究による知見、第Ⅲ部における評議プロセスの研究を総合し、第Ⅳ部では「法心理学研究

の新たな視座」として、従来の法心理学研究とは異なる新たな視座の提供を行い総括とし

てまとめた。本論文は法学全体を対象として心理学的な研究を行うものではない。市民参

加型の裁判プロセスに関する諸問題のうち心理学と関係する問題を扱ったものである。心

理学的研究がこうした社会問題を扱うことの意義は科学社会学におけるモード論を敷衍す

ることによって確立することができた。とはいえ、モード論に基づく法心理学が何を目標

にすべきかということはモード論の議論からは決して導出することができない。学位申請

者は、自身が展開する法心理学の目標を情報的正義の実現においた。この語はあまり耳慣

れない学術語ではあるが、従来の心理学的研究において「バイアス研究」と呼んでいたも

のを法学の問題として再設定する際の結節点として概念化したものである。これにより、

心理学と法学は（限られた範囲ではあるが）共通の「解決すべき問題」を共有し、共通の

視点から論じる道筋を作りだすことができると本論文は論じている。情報的正義に基づく

裁判を行うためには、市民が参加する裁判において、法的・心理学的に妥当で公正な情報

が提供される必要がある。本論文は現状の裁判が問題であると断じるものではなく、本論

文で提示した枠組みや実証研究を今後さらに展開することによって、より良い制度を構築

することが可能であると論じるものである。 

 

＜論文審査の結果の要旨＞ 

学位申請者は心理学の立場から法心理学領域には 2 つの意義が見いだせるとする。1 つ
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は、心理学の既存の理論や法則をより社会的な場面に適応して検証してみること。2 つ目

は、司法という場面特有の人間の行動や思考の実際を新たに理論化するということである。

この 2つの意義のうち、これまでの心理学領域では第一の問題が多く取り扱われてきたが、

学位申請者は、司法という現場に深く沈潜し、研究を行う立場をとっている。こうした姿

勢は本論文に一貫性を与え、法心理学という社会生活上も重要な領域に心理学者が貢献す

る足場を築いたものとして高く評価される。 

ただし、個別の研究については、若干の問題点も指摘された。第６章で行われたカメラ

パースペクティブバイアスの実験研究においては、自白の任意性の評価の差の分析が一部

曖昧であるという指摘があり、また、第７・８・９章で提案されたテキストデータの分析

手法は、評議プロセスの分析と称しているにもかかわらず、結果の図示は時間を捨象した

一種の構造分析になってしまっているのではないかという指摘もあった。 

もっとも、こうした問題点があるにもかかわらず、本論文においては、法学という規範

学と心理学という実証学のコラボレーションを行うために、科学社会学をとりいれた理論

的検討を行い、また、原資料にあたって歴史的分析を行うなどの工夫が見られている。ま

た、氏が開発した評議の分析手法（テキストマイニング技法とクラスター分析を組み合わ

せることにより、裁判員裁判／陪審裁判の評議プロセス分析を可能にした）は、まだ荒削

りではあるとはいえ様々な可能性を持っていると認められる。また法学分野の副査からは、

（本論文で扱われるかぎりではあるが）主要な法的概念や制度についての理解には誤りが

ほとんどないという指摘があったことを付記する。 

結論として、法心理学という領域に対して理論的展開、歴史研究、実証研究（実験研究

とテキストマイニング分析）を取り入れて検討を重ねた本論文は、博士学位の授与に十分

に値すると考えられる。 

 

＜試験または学力確認の結果の要旨＞ 

本論文の公聴会は 2013 年 1 月 24 日（木）18 時から 19 時まで、末川記念会館第二会議

室で行われた。学位申請者の発表の内容は適切であり、質疑も滞りなくすすめられ、本論

文の意義が十分に理解された。 

本審査委員会は、本学大学院文学研究科人文学専攻博士課程後期課程の在学期間中にお

ける学会発表や論文公刊などの様々な研究活動、また公聴会の質疑応答を通して学位申請

者が博士学位に相応しい能力を有することを確認した。 

また、学位申請者はオーストラリア・チャールズスタート大学のデラハンティ教授のも

とで研鑽し共著の論文を執筆していること、本論文において海外の文献を適切に読解し引

用していることから、その英語運用能力は十分であることを確認した。 

以上の点を総合的に判断して、審査委員会は、学位申請者に対して、本学学位規程第 18

条第 1 項に基づいて、「博士（文学 立命館大学）」の学位を授与することが適当であると

判断する。 


